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核反応により生み出される膨大なエネルギーを安全に制御し利用する原子力システムでは，熱交換蒸
気発生装置により電気エネルギーを取り出す原子炉から，溶媒抽出や吸着等の各種分離操作が用いられ
る再処理，さらには溶融凝固プロセスによってガラス固化体を形成する最終処分に至るまで，化学工学
をベースとする様々な先端技術が応用されている。福島第一原子力発電所での原子炉事故から13年，
その廃炉へ向けた処理水の調製や核燃料デブリの処分においても，これら化学工学技術の担う役割は大
きい。そして将来のカーボンニュートラル社会の実現を目指したGX（グリーントランスフォーメーショ
ン）の動きの中で，さらなる高度安全性を有した次世代革新炉へのリプレースメントに対する関心も高
まる中，これら化学工学のより一層の技術革新が期待されている。
そこで本特集では，この原子力システムを支える化学工学技術について，その最先端の開発動向につ

いて執筆頂いた。高い安全性と環境適合性を有した次世代原子力システムの実現へ向けた化学工学の役
割について議論する一助となれば幸いである。

（編集担当：原田琢也）†
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原子力技術をめぐる国内外の概況

特 集
次世代原子力システム 
技術の最前線

都筑 和泰

 

 
原子力発電は，商用化から60年以上の実績を有する大

規模で安定な低炭素電源であり，カーボンニュートラル実
現に向けて重要な役割を担うことが期待されている。ここ
ではその開発・導入に係る動向を整理する。
 

 
原子力発電は，1950年代半ばに最初の商業用原子力発

電所が運転を開始して以降60年以上にわたり，世界各地
に建設され，着実に運転されてきた。2023年5月の時点
では，439基が運転中となっており，世界の電力の約10％
を供給している 1）。建設中の炉は，中国，ロシアを中心に
50基程度あり，これらが運転を開始していくことで，当
面は発電容量が増加していくことが見込まれる。

原子力の最大の特徴は発電時にCO2 を排出しないことで
ある。このため，近年は，カーボンニュートラル実現に資
する技術として，その重要性が再認識されてきている。

炉型としては，現在は軽水炉が主流となっているが，将
来を見据えた革新炉の検討も行われている。商用レベルで
はロシアの高速炉であるBN-800，中国の高温ガス炉であ
るHTR-PMが稼働中である。設計中・計画中の革新炉と
しては，小型モジュール炉（SMR）の開発が各国で活発に
進められている。SMRについても軽水炉をベースとした
ものだけではなく，それ以外の技術（高速炉，高温ガス炉，

溶融塩炉）をベースとしたものの開発も進められている。
さらに，商用炉としての実用化は2050年までには困難か

も知れないが，核融合炉の開発研究も活発についても，国
家プロジェクトとしてだけではなく，民間プロジェクトと
して多数行われている。
 

 
国内においては，2010年の第3次エネルギー基本計画 2）

においては，2050年までに少なくとも14基の原子力発電
所を建設し，国内の電力の約半分を原子力発電にて供給す
るといった積極的な原子力政策が示されていた。しかし，
2011年3月の東北地方太平洋沖地震とその後の福島第一
原子力発電所事故を受けて，国内の原子力発電所は一旦全
て停止した。その後徐々に再稼働が進んでいるものの，
2024年1月時点で，再稼働は12基，再稼働準備中15基（う

ち，5基は設置変更許可取得済），廃炉を決めた炉24基など，
厳しい状況が続いてきている 3）。

それでも，2022年の夏頃よりその状況は変わりつつあ
る。2022年8月の第2回GX実行会議の資料においては，

「新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・
建設」という文言が明記された 4）。2023年2月10日に閣議
決定された「GX 実現に向けた基本方針」において，原子力
については「第6次エネルギー基本計画」の範囲内としつつ
も，「将来にわたって持続的に原子力を活用するため，安
全性の確保を大前提に，新たな安全メカニズムを組み込ん
だ次世代革新炉の開発・建設に取り組む。地域の理解確保
を大前提に，まずは廃止決定した炉の次世代革新炉への建
て替えを対象として，六ヶ所再処理工場の竣工等のバック
エンド問題の進展も踏まえつつ具体化を進めていく。」と
し，また，「現行制度と同様に，運転期間は40年，延長を
認める期間は20年との制限を設けた上で，一定の停止期
間に限り，追加的な延長を認めることとする。」としてい
る。また，その参考資料には，「再稼働の先の展開を見据
えた対応」として，「次世代革新炉の開発・建設の取組」に
ついて，「革新軽水炉」，「小型軽水炉」，「高速炉」，「高温
ガス炉」，「核融合」のロードマップが示されている 5）。

1．はじめに

2．原子力発電をめぐる世界の概況

3．国内の現状

Recent Status About Nuclear Technology 
for Japan and Other Countries
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気候変動に関する国際連合枠組条約の第28回締約国会

議（COP28）において，2023年12月2日付けで「原子力エ
ネルギーを3倍にする宣言」が採択された 6）。またIAEAの
2023年の見通しでは高ケースで890 GW，低ケースで458 GW
という値が提示されている 7）。図1にはケースごとの発電
量の推移を示すが，高ケースの発電量は3倍までには達し
ないものの，2022年の約2.7倍である。

地域別に見ると，高ケースでの導入量が特に大きい（現

状＋50 GW程度以上）のは，北米，東欧，中央・東アジア，
南アジアである。中でも中央・東アジアの導入規模が一番
大きい。アフリカ，西アジアも高ケースではそれぞれ20 GW
程度とされている。高ケースと低ケースの比較では，全て
の地域で概ね2倍前後となっている。すなわち，特定の地
域のみの急成長に期待するというよりは，世界全体に原子
力が普及していくというシナリオとなっている 7）。このよ

うな原子力高成長シナリオを，既存の発電所の一部が運転
停止をしていく中で実現していくためには，2050年に向
けて約600 GWの新設が必要という計算になる。単純計算
で毎年20 GW（百万kWの原子炉20基分）を建設し続けるこ
とが必要であり，かなり野心的な数字と言える。

一方，国内におけるGX会議の検討では，原子力につい
ては最大ケースでも再稼働の着実な実施と60年程度以上
の運転期間を想定したような数値となっている。この場
合，2050年断面では，電力の約20％を供給することにな
る。図2においては③の原子力活用シナリオのみが20％程
度，残りのシナリオではその半分またゼロとなってい
る 8）。ここで，原子力10％程度のシナリオは2050年まで
は新規建設なしでも実現可能であるが，多くの原子力発電
所がその後数10年程度で運転停止に至るということには
注意を要する。すなわち，2050年以降も同程度以上の寄
与を原子力に期待するのであれば，原子力発電所の新規建
設が必須であるといえる。
 

 
前述のとおり，世界的には原子力を増加させる方向で検

討が進められている。このようなシナリオの実現性につい
ては不確実な部分も大きいが，このシナリオを進めるにあ
たっては，安全性・経済性に優れた新型炉の開発を進める
こともまた重要である。海外，特にアメリカ，イギリス，
カナダなどにおいて，小型モジュール炉（SMR）を含む革
新炉の開発が活発に進められている。SMRの定義はIAEA
によると 9），
・小型：通常の原子力発電所の数分の1以下，典型的には

電気出力300 MW以下
・モジュール：系統・機器を工場で組み立てて，立地地点

にユニットとして輸送可能

4．原子力の今後の見通し

5．革新炉開発の現状

図1　IAEAによる世界の原子力発電量見通し（文献7より引用）

 

図リスト 

 

 

図１ IAEA による世界の原子力発電量見通し（文献 7 より引用） 

 

 

  

図2　2050年の発電シェアの試算結果例（文献8より引用）

 

 

 

図２ 2050 年の発電シェアの試算結果例（文献 8 より引用） 
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・原子炉：核分裂反応により熱エネルギーを生成するとい
う程度が共通項。開発中の炉型には，高速炉，ガス炉，
溶融塩炉といったいわゆる第4世代炉を含む。

である。これは唯一無二の定義ではなく，例えばイギリス
においては軽水炉ベースの小型炉をSMR，高速炉・高温
ガス炉など革新炉ベースの小型炉をAMRと称している。

IAEAの革新炉データベースであるARIS（Advanced Reactor 

Information System）10）には60～70基の革新炉が登録されて
いる。図3に文献11で取りまとめられている国ごとに開発
中の炉型をリストアップしたものを示す。多くの国が多様
な炉型の開発を進めているということがわかる。

図には示されていないが，開発中の炉型も以下を含む多
様な構成となっている。
・軽水炉型SMR
・金属燃料高速炉
・高温ガス炉
・超小型炉
・浮体式原子炉

これらの多くは運転開始目標を2030年前後に掲げてい
る。また自国だけではなく，途上国を含む多くの国におい
て導入に向けたフィジビリティスタディを行うとともに，
建設に向けたサプライチェーン構築も着実に進めてきてい
る。

いずれの炉も，主に経済性をPRしている。一般に大型
炉をそのままの形で小型化すれば，スケールメリットを失
うことで発電単価は割高となるが，SMRにおいては，シ
ンプルな設計と量産効果により，最終的には既存の軽水炉
よりも安くすることが可能としている。安全性を損なわず
にシンプルな構造を実現する上でキーになるのは，小型で
あることと，受動安全系，固有の安全性である。また，発
電コストを下げるだけではなく，様々な付加価値をつける
ことで，総合的な競争力を高めるようにしている。例えば
以下のような点である。

・多目的利用：特に高温熱源や水素製造
・プラント規模：グリッドの規模に応じた最適化，小型炉

の可能性
・安全性：固有の安全性，受動安全など
・出力変動対策：再生可能エネルギーとの共存性
・核変換：核燃料増殖，プルトニウム利用（プルサーマル），

廃棄物減容
一方，今後既設の炉の建て替えや新設を想定した時に小

型の炉を複数作ることと，大型炉一つ作ることどちらがよ
いかについては議論が残る。現時点で建設中・計画中の炉
の大部分は結局大型軽水炉であるという中，このまま軽水
炉導入が進むか，小型革新炉が一定のシェアを確保するか
重要な分岐点に来ている。
 

 
6.1　再処理

天然ウランには核分裂性物質であるウラン235が0.7％
程度であり，残りはウラン238である。軽水炉においては
ウラン235の比率を約5％まで高めた状態で炉心に装荷す
る。ウラン238は直接エネルギー生成に寄与しないが，原
子炉内でウラン238からプルトニウムが生成され，これが
エネルギー生成に寄与している。

原子炉から取り出された使用済燃料には燃え残ったウラ
ン235と炉内で生成されかつ燃え残ったプルトニウムが，
典型的にはそれぞれ1％程度ずつ含まれている。これを再
処理により有効利用することで，使用済燃料を再処理せず
に直接高レベル放射性廃棄物として処分するよりも，①1
～2割の資源有効利用をはかり，②高レベル放射性廃棄物
量を1/4に低減し，③高レベル放射性廃棄物の有害度合い
が天然ウラン並みまで低減する期間を10万年から8千年
に短縮することができる 12）。さらに，高速増殖炉サイク
ルが確立すれば，ウランの資源量を実質的に約60倍にす

6．バックエンド関連技術

図3　世界におけるSMR開発状況（文献11より引用）

図 3 世界における SMR 開発状況（文献 11 より引用） 
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図2　2050年の発電シェアの試算結果例（文献8より引用）
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て導入に向けたフィジビリティスタディを行うとともに，
建設に向けたサプライチェーン構築も着実に進めてきてい
る。

いずれの炉も，主に経済性をPRしている。一般に大型
炉をそのままの形で小型化すれば，スケールメリットを失
うことで発電単価は割高となるが，SMRにおいては，シ
ンプルな設計と量産効果により，最終的には既存の軽水炉
よりも安くすることが可能としている。安全性を損なわず
にシンプルな構造を実現する上でキーになるのは，小型で
あることと，受動安全系，固有の安全性である。また，発
電コストを下げるだけではなく，様々な付加価値をつける
ことで，総合的な競争力を高めるようにしている。例えば
以下のような点である。

・多目的利用：特に高温熱源や水素製造
・プラント規模：グリッドの規模に応じた最適化，小型炉

の可能性
・安全性：固有の安全性，受動安全など
・出力変動対策：再生可能エネルギーとの共存性
・核変換：核燃料増殖，プルトニウム利用（プルサーマル），

廃棄物減容
一方，今後既設の炉の建て替えや新設を想定した時に小

型の炉を複数作ることと，大型炉一つ作ることどちらがよ
いかについては議論が残る。現時点で建設中・計画中の炉
の大部分は結局大型軽水炉であるという中，このまま軽水
炉導入が進むか，小型革新炉が一定のシェアを確保するか
重要な分岐点に来ている。
 

 
6.1　再処理

天然ウランには核分裂性物質であるウラン235が0.7％
程度であり，残りはウラン238である。軽水炉においては
ウラン235の比率を約5％まで高めた状態で炉心に装荷す
る。ウラン238は直接エネルギー生成に寄与しないが，原
子炉内でウラン238からプルトニウムが生成され，これが
エネルギー生成に寄与している。

原子炉から取り出された使用済燃料には燃え残ったウラ
ン235と炉内で生成されかつ燃え残ったプルトニウムが，
典型的にはそれぞれ1％程度ずつ含まれている。これを再
処理により有効利用することで，使用済燃料を再処理せず
に直接高レベル放射性廃棄物として処分するよりも，①1
～2割の資源有効利用をはかり，②高レベル放射性廃棄物
量を1/4に低減し，③高レベル放射性廃棄物の有害度合い
が天然ウラン並みまで低減する期間を10万年から8千年
に短縮することができる 12）。さらに，高速増殖炉サイク
ルが確立すれば，ウランの資源量を実質的に約60倍にす

6．バックエンド関連技術

図3　世界におけるSMR開発状況（文献11より引用）
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ることが可能である。
国際的には使用済燃料の再処理を行うことを想定してい

る国は日本の他，フランス，中国，インド，ロシア，イギ
リスなどそう多くはない。他の国は使用済燃料を直接処分
することを想定している。
   
6.2　放射性廃棄物の処理・処分

原子力発電所などから出る廃棄物のうち，放射性物質を
扱っている区域から出るさまざまな廃棄物を「放射性廃棄
物」として各施設で管理している。これらの放射性廃棄物
は，人間の生活環境に影響がないように，廃棄物の種類と
放射性物質の濃度に応じて適切な処分を行う必要がある。

原子力発電所の運転からは紙，布，廃液，金属などが排
出されるが，これらは，一般に低レベル廃棄物である。ま
た，解体時にはコンクリート・金属等が大量に排出される
が，これらの約95％は放射性廃棄物でさえなく，また，
全体の5％程度を占める放射性廃棄物についても，その大
部分は放射線レベルが極めて低いものである。

排出物の中で最も放射線レベルが高いのは使用済燃料，
またはそれを再処理した後に排出されるガラス固化体など
である。これらについては，地下300 mに埋設すること

を主案として各国が処分場の検討を進めている。
国内では，現在北海道の寿都町及び神恵内村で文献調査

が進められている。具体的には，該当地区の，火山・火成
活動など，断層活動，隆起・浸食，鉱物資源，未固結堆積
物，地形及び地質・地質構造などに関して情報を抽出し，
その情報から学術的理解をするために読み解いて，整理を
行っている。
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小型モジュール炉開発の現状と展望

特 集
次世代原子力システム 
技術の最前線

小原 徹

 

 
近年小型モジュール炉（SMR）が関心を集めている。現

在開発が進められているSMRには様々な種類がありそれ
ぞれ優れた特徴を有している。本稿では，初めに原子炉の
概要を解説したのちに，小型原子炉の概要と特徴を述べ，
具体的に実用化が近いと考えられているSMRについて解
説する。最後にSMR開発の課題と今後の展望について述
べる。
 

 
SMRの特徴を説明するまえにそもそも原子炉とは何か

について簡単に説明をしておきたい。
原子炉は中性子を使ってウラン235などの原子核の分裂

を連鎖的に起こし，エネルギーを発生させる装置である。
この核分裂を連鎖的に発生させるためにはいくつかの工夫
と精緻な計算が必要であり，そこが私の専門とするところ
でいろいろ語りたいところがあるのだが，本稿の趣旨から
はずれるのでここでは触れない。発生したエネルギーは主
に熱となるので，原子炉は核分裂反応を連続的に発生させ
ると同時に熱を安定的に取り出す装置ということができ
る。

原子炉をエネルギー発生装置として利用する場合はもち
ろんその安全性の確保が最重要課題となる。原子炉の安全
性を議論するうえで，重要かつほかのエネルギー発生装置
にない特徴が二つある。

一つは放射性物質の発生である。一般に原子炉の燃料に
使用されるウランの放射能はそれほど強くないものの，原
子炉で核分裂を起こすと強い放射能をもった原子核が発生
する。強い放射能を持った物質は人体に有害であるので，
放射能をもった物質が大量に環境に放出されるような事態
は避けなければならない。このため原子炉で使用する核燃
料は確実に密封される構造であることが必要である。この
密封性の確保には核燃料を完全密封し，核燃料を密封して
いる燃料被覆材の健全性を維持することが重要である。燃
料被覆材の温度が上がりすぎ溶融や破損をおこすと密封性
が壊れ放射性物質が外に漏洩する。これをいかに防ぐかが
原子炉の安全を考える上での重要なポイントである。

もう一つの特徴は，原子炉は核分裂反応を止めたあとも
崩壊熱という熱が発生することである。この熱は長期間発
生しつづけるため，核分裂反応がとまったあとも原子炉の
徐熱を続ける必要がある。徐熱が行われないと核燃料の被
覆材の密封機能が壊れ核燃料中の放射性物質が外部に放出
されることになる。2011年に発生した東京電力福島第一
原子力発電所の事故は，この崩壊熱の除去ができず燃料被
覆材の密封能力どころか核燃料が被覆材とともに大規模に
溶融し，炉心がすべて溶け落ちた事故であった。このため
原子炉停止後に崩壊熱を確実に除去し続けることが原子炉
の安全確保では必須となっている。
 

 
小型原子炉（小型炉）というとテーブルの上に載るくら

いの小さい原子炉と誤解されているときがあるが，正しく
は出力の小さい原子炉のことであり，国際原子力機関

（IAEA）の定義では，電気出力30万キロワット以下の原子
炉を小型原子炉と呼んでいる。発電用原子炉の開発は，常
に大型化すなわち発電出力の大きい原子炉を開発し，建設
する方向に進んできた。これは大きな出力の原子炉（大型炉）

を建設する方がスケールメリットにより，発電単価を小さ
くすることができたからである。

一方で小型炉の研究・開発も長年行われてきた。1991
年には東京工業大学で小型炉に関する国際会議が開催され
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